公益社団法人かながわ福祉サービス振興会
共生社会推進部　担当：成田、長田、加藤　行
E-mail：naritas@kanafuku.jp／FAX：045-671-0295
＜自治体用＞令和6年度 内閣府「孤独・孤立対策担い手育成支援事業」に係る調査票
お手数ですが、次の与件のもと、以下の項目にご記入をお願い致します。なお、回答いただいた内容については、回答者を特定しない形で報告書として取りまとめて、関係者間で共有いたします。
【与件】
当調査において、「孤独・孤立の状態」とは、社会の変化により個人と社会及び他者との関わりが希薄になる中で、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えることにより、又は社会から孤立していることにより心身に有害な影響を受けている状態を指します。また、「孤独・孤立対策」とは、孤独・孤立の状態となることの予防、孤独・孤立の状態にある者への迅速かつ適切な支援その他孤独・孤立の状態から脱却に資する取組を指します（孤独・孤立対策推進法第一条より）。
加えて、国が定める「孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画（令和6年度）」では、孤独・孤立の問題を抱えている、あるいは孤独・孤立に至りやすいと現在一定程度認識されている「当事者」として、例えば、生活困窮状態の人、ひきこもりの状態にある人、メンタルヘルスの問題を抱える人、妊婦・出産期の女性、子育て期の親、ひとり親、不本意な退職や収入減など様々な困難や不安を抱える人、DV等の被害者、子ども・若者、学生、不登校の児童生徒、中卒者や高校中退者で就労等をしていない人、独居高齢者、求職者、中高年者、社会的養護出身の人、非行・刑余者、薬物依存等を有する人、一般用医薬品を乱用する人、犯罪被害者、被災者、心身の障害あるいは発達障害等の障害のある人や難聴等の人、難病等の患者、外国人、在外邦人、ケアラー、LGBTQの人等が考えられる。ただし、孤独・孤立は何人にも生じ得ることから、孤独・孤立対策は全ての国民が対象と記載されております（同計画Ⅱ2孤独・孤立対策の基本理念の注釈より）。
＜現状把握＞
【１－１】孤独・孤立対策推進法の施行に伴い、貴自治体として取組みを実施していますか。
☐実施している　　☐実施していない（検討中である）　　☐実施していない（当面実施の予定はない）
【１－２】【１－１】で「実施している」と回答した自治体に伺います。主にどのような取組みを行って
いますか。
	
	


【１－３】貴自治体において、孤独・孤立対策推進法第11条の規定に基づく官民連携の基盤となる
プラットフォームを形成していますか。
☐形成している　　☐形成していない（検討中である）　　☐形成していない（当面設置の予定はない）
【１－４】孤独・孤立対策にあたって、主な課題がありましたらご記入ください。
	
	


【１－５】貴自治体において、上記与件に記載される「当事者」や「孤独・孤立対策の状態」、「孤独・
孤立対策」を鑑み、孤独・孤立対策に係る課題に取り組んでおられる団体がありますか。
☐ある　　　　　☐ない　　　　　☐不明
【１－６】【１－５】で「ある」に回答した自治体に伺います。取り組んでおられる団体数がお分かりに
なりましたらご記入ください。
約（　　　　　　）団体
※情報提供が可能な場合は、別紙に団体名や連絡先のご記入をお願いします（もしくは既存リストのファイル
のご提供をお願いします）。
＜支援者支援（中間支援）にあたってのニーズ把握＞
【２－１】貴自治体において、NPOや市民団体等に対して、どのような支援者支援を行っていますか。
なお、NPOや市民団体等は、孤独・孤立対策に関係した活動を行っているかは問いません。
（複数回答可）
☐各種事業や団体運営に係る資金の補助
☐地域の多様な主体との連携・協働の機会提供やコーディネート
☐活動分野に関する情報提供（法令や制度、補助金、行事の案内など）
☐運営基盤強化（資金調達、会計処理、広報等）のための伴走支援や専門家派遣
☐活動分野に関する講習会
☐活動を効率的に進めるためのデジタル支援
☐その他（支援内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【２－２】支援者支援として、NPOや市民団体等のニーズとして高いものはどれですか。（３つまで回答）
☐各種事業や団体運営に係る資金の補助
☐地域の多様な主体との連携・協働の機会提供やコーディネート
☐活動分野に関する情報提供（法令や制度、補助金、行事の案内など）
☐運営基盤強化（資金調達、会計処理、広報等）のための伴走支援や専門家派遣
☐活動分野に関する講習会　　　　☐活動を効率的に進めるためのデジタル支援
☐その他（ニーズの内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
＜ネットワーク形成及びモデル構築にあたってのニーズ把握＞
【３－１】本事業を通じて、孤独・孤立対策に向けた関係者間のネットワークを構築した場合、貴自治
体として参加を希望しますか。なお、ネットワークでは、関係者間が顔の見える関係の中で、孤独・孤立対策に係る情報共有や連携を図ることを目的としております。
☐希望する　　　　☐詳しい情報を知りたい　　　　☐希望しない
【３－２】本事業を通じて、孤独・孤立対策に向けた関係者間のネットワークの構築にあたり、貴自治
体所管区域にて活動する市民団体や企業等に情報提供いただくことは可能でしょうか。なお、市民団体や企業等は、現に孤独・孤立対策に関係した活動を行うことは問いません。
☐協力可能　　　　　☐事案に応じて協力可能　　　　　☐協力不可
【３－３】【３－２】のほか、本事業を通じて、孤独・孤立対策に向けた関係者間のネットワークの構築
にあたり、貴自治体から協力いただくことは可能でしょうか（例えば、貴自治体所管区域での講習会や相談会の開催等）。
☐協力可能（協力可能な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐事案に応じて協力可能
☐協力不可
【４】その他（本事業に係るご意見やご質問がございましたら記載願います。）
	
	


ご協力、誠にありがとうございました。お手数ですが、Eメール（naritas@kanafuku.jp宛て）もしくはFAX（045-671-0295）の何れかの方法で当会に御提出下さい。
記入日：令和6年　　月　　日
自治体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
部署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名（役職）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
連絡先：電話（　　　　　　）メール（　　　　　　　　　　）
※ご記入いただいた個人情報は、公益社団法人かながわ福祉サービス振興会からの本事業に関する連絡のみ
に使用し、その他の用途での使用や第三者への提供はいたしません。
